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         2020 年 6 ⽉ 10 ⽇ 
 

「SARS-CoV-2(新型コロナウイルス)核酸検出検査の体制の課題対応について（第
２回⽬調査に基づく）」 
 

⽇本臨床検査医学会 
理事⻑ 村上 正⺒ 
遺伝⼦担当理事 宮地 勇⼈ 
新型コロナウイルスに関するアドホック委員会 
委員⻑ 栁原 克紀 

 
 中国武漢市を発⽣源とする SARS-CoV-2（新型コロナウイルス）感染は、WHO
にてパンデミック宣⾔がなされ、我が国では新型コロナウイルス感染患者が急増
し、2020 年 4 ⽉ 7 ⽇―5 ⽉ 25 ⽇において緊急事態宣⾔が発出された。国は、PCR
検査の実施件数を伸ばすため様々な⽅策（保険適⽤、体外医薬品の緊急承認、検査
試薬の需給調整等）を実施してきた。しかしながら、医療機関、衛⽣検査所ともに
検査実施件数の伸びは⼗分ではない。 
 ⽇本臨床検査医学会では、3 ⽉ 31 ⽇、検査実施が進まないボトルネックに関する
情報について評議員を対象に調査を⾏った（第１回調査、4 ⽉ 9 ⽇報告）。その結
果、現状の課題と対応は、①検査の保険適⽤、②試薬・装置、③検査の精度保証、
④要員訓練と要員確保の４つの課題に整理された（4 ⽉ 13 ⽇報告）。 
 現在、感染拡⼤は制御されてきたものの、医療施設内感染の多発など深刻な状況
が続き、社会経済活動再開とともに感染者が再び増加している。本学会では、状況
変化を鑑みて、現状課題について評議員に改めて以下の意⾒聴取を⾏なった（第２
回調査）。   
 本報告書では、PCR 検査の実施環境における課題に関する調査結果の整理を⾏う
とともに、課題対応および学会への要望に関する対応の進⾏状況について概要を解
説する。 
 
（１）調査内容 
１）期間：2020 年 5 ⽉ 18 ⽇―23 ⽇ 
２）実対象：⽇本臨床検査医学会 評議員 
３）⽅法：メールでの調査依頼と回答 
４）質問項⽬ 
問１. 3 ⽉ 31 ⽇のアンケート調査（第１回）以後、PCR 検査の実施環境が改善した
か、そうでない場合の要因は？ 
問２. 多様な PCR 検査法（さらに抗原検査）が登場した状況で運⽤の課題は？ 
問３. これらに対する学会活動に期待する要望は？ 
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（２）回答結果： 
１）回答のあった評議員（19 施設：⼤学病院 14、⼀般病院 3、公⽴病院 2） 
２）評議員からの情報・意⾒と施設数（括弧内、重複あり）は以下のごとく（施設
数：多い順）。 
 
問１.「3 ⽉ 31 ⽇のアンケート調査（第１回）以後、PCR 検査の実施環境が改善し
たか、そうでない場合の要因は？」 
 具体的な情報・意⾒は、第 1 回⽬調査結果（3 ⽉ 31 ⽇）と⽐較して表１に⽰し
た。 
i）環境改善・良好（１０） 
 ・装置・試薬の準備が整い検査開始（３） 
 ・核酸抽出⾃動化で検体処理能⼒が⼤幅増加（２） 
 ・「申し出」にて、⾃治体の指定⾃治体との契約改善、締結（２） 
 ・休⽇・夜間対応開始（１） 
 ii）環境改善なし（５） 
 ・検査機器納⼊できず検査開始できない（３） 
 ・「申し出」するも⾃治体の指定を受けられない（２） 
 ・検体処理のための安全キャビネット（BSC）設置なし（１） 
iii）環境課題あり（５） 
 ・⼿術前の検査実施、準備中（保険適⽤なし、病院負担）（４） 
 ・検体採取物資、核酸抽出・測定試薬や消耗品が不⾜（４）。 
    
問２.「多様な PCR 検査法（さらに抗原検査）が登場した状況で運⽤の課題は？」 
 ・性能（測定感度）の違い、情報不⾜、選択的運⽤の難しさ（６） 
 ・感度悪い抗原検査の運⽤の難しさ（４） 
 ・測定（特に研究⽤試薬）の精度確保の難しさ（３） 
 ・唾液検査への期待（２） 
  
問３.「学会への要望」 
 ・検査に関する適正な知識の啓発（４） 
 ・検査システムの情報提供、検査フローの整理（４） 
 ・機器・試薬の需給調整（４） 
 ・遺伝⼦関連検査に関する教育、⼈材育成（３） 
 ・全⾝⿇酔下⼿術の⼊院前検査の保険適⽤（２） 
 ・精度確保への取り組み（１） 
 ・試薬開発研究⽀援（１） 
 ・唾液検査への保険適⽤拡⼤（１） 
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（３）情報・意⾒のまとめ 
１）厚⽣労働省からの⼀連の通知と周知により、保険適⽤の指定医療機関が増加し
ているものの、⾃治体によっては「申し出」に対して指定・契約締結が滞ってい
る。 
２）流⾏初期から院内で PCR 検査開始した施設の⼀部では、装置の増設や⾃動核酸
抽出システムの導⼊によって、作業効率が向上している。⽇常検査に加えて、緊急
や休⽇対応の測定システムを追加している。⼀⽅、緊急事態宣⾔後（４⽉以降）に
PCR 検査開始を検討した検査室では、機器の購⼊・納⼊が滞っているため、検査実
施開始が困難である。 
３）検体採取スワブ、核酸抽出試薬、測定試薬が不⾜し、安定供給が望めない。 
４）薬事未承認の検査試薬・測定機器の運営にあたり、導⼊時の妥当性確認、精度
管理の課題がある。 
５）PCR 検査の対象拡⼤（⼿術前スクリーニングなど無症状の患者、緊急⼊院、休
⽇）とともに、要員の継続的確保が課題となっている。 
６）多様な PCR 検査法（さらに抗原検査）が登場した状況での運⽤の課題として、 
 性能（測定感度）の違い、情報不⾜、選択的運⽤の難しさがある。 
７）学会への要望には、検査に関する適正な知識の啓発、検査システムの情報提
供、検査フローの整理、試薬の需給調整などの意⾒が寄せられた。 
 
（４）PCR 検査の実施環境課題と学会への要望に関する対応について 
 PCR 検査の実施環境における課題および学会への要望に関する対応について、対
応の進⾏状況は表２のごとく整理される。第 1 回調査（3 ⽉ 31 ⽇）以降の新たな課
題対応は⻘字で⽰したごとくである。 
 ⽇本臨床検査医学会のホームページに、「新型コロナウイルス検査の課題と本学
会の対応」コーナーが設置され、⽇本臨床検査医学会 新型コロナウイルスに関する
アドホック委員会からの各種提⾔（PCR 検査、抗原検査、抗体検査等）が掲載され
ている。 
 試薬・機器の需給調整に関して、⽇本臨床検査薬協会にて、加盟する製造メーカ
ー120 社に対して「COVID-19 関連検査の開発、供給及び実施拡⼤に伴う課題・障
害等に関する調査」を実施し状況把握がなされた（5 ⽉）。 
 ⼿術患者・妊婦の⼊院前スクリーニング検査、濃厚接触者疑いの医療従事者の検
査、⼀般病院や介護療養施設に⼊院・⼊所する場合など無症状の患者に対する PCR
検査の実施に対する保険適⽤の拡⼤が求められてきた。これに呼応して、厚労省保
険局医療課から疑義解釈資料が発出（5 ⽉ 15 ⽇付）され、SARS-CoV-2 核酸検出に
ついて、「無症状の患者であっても、医師が必要と判断し、実施した場合は算定で
きる」と明⽰された。 
 検査要員の訓練に関して、⽇本臨床衛⽣検査技師会にて、「地域における新型コ
ロナウイルス核酸増幅検査（PCR 等）の検査体制の⼈材育成」のテーマで研修会開
催が企画されている。  
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 ⽇本医師会 COVID-19 有識者会議では、「COVID-19 感染対策における PCR 検
査実態調査と利⽤推進タスクフォース」が設置され、実態調査に基づく課題の整理
と利⽤推進のための⽅策、財政出動の必要性を含めた課題対策の提⾔をまとめた中
間報告が 5 ⽉ 13 ⽇に公表された。本報告を含めた各界からの要望を受けて、厚⽣
労働省第⼆次補正予算では、PCR 検査体制の強化に関する予算⽴てがなされている
（表３）。多様な PCR 検査法における性能（測定感度）の違いの実態の把握と改善
を⽬的として、新型コロナウイルス感染症の PCR 検査等の外部精度管理調査事業に
加えて、PCR 検査等を⾏う者に対する研修の実施、検査試薬・検査キットの確保が
挙げられている。  
 
（５）まとめ 
 新型コロナウイルス感染症の流⾏において、衛⽣検査所、医療機関ともに検査実
施件数が⼗分伸びない現状に関して、評議員に対して、第２回⽬のアンケート調査
を⾏なった。その調査結果は、第１回調査に基づく「現状の課題と対応の整理」に
おける以下の項⽬について、対⽐させて整理した。①検査の保険適⽤、②試薬・装
置、③検査の精度保証、④要員訓練と要員確保の４つの課題について、多くの課題
は、対応が図られ、試薬の供給等の⼀部に改善傾向が⾒られる。⼀⽅、第１回調査
時の課題の本質的な点は継続していることが明らかとなった。 
 これらに関して、本学会として課題対応を⾏う上で、国への働きかけの検討を⾏
うとともに、関連団体との連携が望まれる。諸課題の解消にあたり、学会、医療機
関や企業など⺠間の⾃助努⼒のみでは限界がある。令和２年度厚⽣労働省第⼆次補
正予算では、PCR 検査等の外部精度管理調査事業、研修の実施、検査試薬・検査キ
ットの確保が盛り込まれており、国の財政出動による本格的な対策推進が期待され
る。 
 本調査の報告内容は、新型コロナウイルス感染症流⾏の第２波への早急な準備の
参考資料として活⽤されるよう望まれる。 
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表１. 新型コロナウイルス核酸検査の情報・意⾒（まとめ） 
項⽬ 詳細 

（施設
数） 

第 1 回⽬アンケート 
(3 ⽉ 31 ⽇―4 ⽉ 6 ⽇) 

第２回⽬アンケート 
（5 ⽉ 18 ⽇―23 ⽇） 

ボトルネック 環境課題あり 環境改善、良好 

保険
適⽤ 

都道府県
の指定・
契約の遅
れ 
（4/13→
２/19 
施設） 

・厚⽣労働省の保険適⽤
に関する通知後、⾃治体
との交渉が進まない。 
・保険適⽤のための、県
からの正式通知と契約締
結が進んでいない。 
・県との契約締結中であ
る。 
・申請は窓⼝がわからず
極めて複雑である。 
・県に申請したものの契
約は未締結である。 

・検査の保険適⽤「申し
出」に基づき、⾃治体と契
約することについて、4 ⽉
に⼊り懸念事項を質問した
が、回答がない。 
・引き続き何度も⾏政当局
へ「申し出」を⾏っている
が、指定されない。 

・５⽉に⾃治体から指定を受
け、契約が締結出来た。 
・3 ⽉下旬から外注で保険適
⽤の検査が実施できるように
なった。 
・煩雑だった⾃治体との契約
要件は改善された。 
・発熱外来、接触者外来開始
に伴い、4 ⽉末から検査開
始。 
・県内は落ち着いているた
め、保健所を介した⾏政検査
を中⼼として利⽤している。 

設
備・
試薬 

測定装
置、設備
（3/13→
４/19 
施設） 

・相応の機器を有してい
なため、⼤学で共同使⽤
している研究⽤ RT-PCR
機器を⽤いている。 
・環境として BSL2 キャ
ビネットの使⽤時間が限
られる。 
・検体採取専⽤のブース
設置と管理、ＰＰＥ脱着
の⽅法を⽰してほしい。 

・装置が未設置で、既に機
器を⼊⼿することができ
ず、最短でも 6 ⽉とのこと
である。 
・検査機器納⼊６ヶ⽉待ち
で検査開始できない。 
・少ない⼈数で容易に実施
しながら精度保証を担保す
るには、核酸抽出⼯程と増
幅⼯程が簡便な検査機器が
必要で、4 ⽉中旬には既に
⼊⼿しづらい状況である。 
・検査機器のみならず、検
体処理のための安全キャビ
ネット(BSC)などの施設設
備も整えないとならないた
め、院内では検査を実施で
きない状態である。 

・3 ⽉下旬から外注で保険適
⽤の検査が実施できるように
なった。 
・発熱外来、接触者外来開始
に伴い、4 ⽉末から検査開
始。 
・検査装置、試薬等が揃い、5
⽉から検査実施開始した。 
・検査装置、試薬等が揃い、5
⽉下旬には検査実施予定であ
る。 
・RNA 抽出から測定までの⾃
動機器を新規に購⼊し、スワ
ブ検体のみ⾃動測定可能にな
った。 
・5 ⽉に RNA 抽出から測定ま
での⾃動機器を導⼊し、核酸
増幅検査そのものの実施環境
は改善した。 
・PCR 検査機器の増設を⾏
い、検査実施件数が伸びた。 
・５⽉に⾃治体から指定を受
け、契約が締結出来た。 
・煩雑だった⾃治体との契約
要件は改善された。 
・県内は落ち着いているた
め、保健所を介した⾏政検査
を中⼼として利⽤している。 
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試薬供給
停滞
（3/13→
６/19 
施設） 

・キットの⼊⼿を確実に
できるよう企業に指導し
てほしい。 
・世界的需要増⼤により
試薬が⼿に⼊りにくい。
検査を継続するには，安
定供給が条件である。 
・折⾓苦労して PCR 検出
系を確⽴しても、検査試
薬の供給不⾜が続いてい
る。 

・検体採取に必要な物資は
不⾜。 
・試薬、抽出液、スワブの
安定供給が望めないため、
検査対象患者を制限して開
始した。 
・７⽉以降の検査試薬の供
給に関して不明である。 
・試薬・スワブ等の安定供
給に課題がある。 
・抽出試薬キットの供給が
不安定で⾜りない。安定供
給を要望する。 
・試薬や消耗品、検体採取
資材などが不⾜しがちであ
る。 

・4 ⽉になり、抽出操作なし
で反応が進む試薬キット供給
あり、検体処理能⼒は⼤幅に
増加した。 
・試薬供給のもと、5 ⽉から
緊急⼊院対象に開始してい
る。 
・試薬供給は順調である。 

薬事承認
機器・試
薬 
（3/13→
5/19 
施設） 

・遺伝⼦検査の経験不⾜
で、研究試薬による検査
（LDT）の⽴ち上げと実
施に不慣れであるため、
ＦＤＡのように迅速に薬
事承認してほしい。 
・⾼度な技術習得無しで
も取り扱いできる⾃動遺
伝⼦検査機器の開発・承
認・導⼊の迅速化が必要
である。 
・薬事承認の IVD 機器が
少なく、試薬汎⽤性のあ
る融通の利く機器が少な
い。 
・研究・検討⽤途の⾃動
遺伝⼦検査機器による測
定も認めて欲しい。 

・研究⽤試薬のため精度管
理が難しい。 
・研究⽤試薬を⽤いて検査
をしなければいけないた
め、⾃施設で導⼊前の妥当
性確認を⾏う際に時間がか
かる。 
・研究⽤試薬のためメーカ
ーの⽀援が⼗分でない。 
・様々な測定系に関する情
報が交錯しており、導⼊判
断が難しい。 
 
 

 

測定
精度 

検出感
度、分析
的妥当
性、施設
間差 
（4/13→
4/19 
施設） 

・当院の検査結果陽性、
転院先病院での市保健所
（感染研試薬）で陰性結
果の不⼀致あり。同病院
から、当院の検査につい
て疑義あり。結果の不⼀
致の理由として、市保健
所から低ウイルス量の可
能性の⾒解あり。 
・院内導⼊にあたり種々
の⽅法で検討する上で、
陽性患者検体の⼊⼿は容
易ではなく、検査精度の
確認が困難である。導⼊
にあたり、実際の臨床検
体での性能評価情報を共
有できると良い。 

・検査の精度確保に課題が
ある。 
・⾃動抽出装置は喀痰や唾
液の測定が不安定（偽陰性
化）であり実施するには現
実的に難しい。 
・精度保証を担保するに
は、核酸抽出⼯程と増幅⼯
程が簡便な検査機器でない
と困難である。 
・PCR 検査は、数種類を使
⽤可能としているが、偽陽
性、偽陰性、⾮特異的な増
幅などがあり得ることか
ら、確認試験として使⽤を
している。 
・検出感度が不⼗分な検査
で診療や感染対策、公衆衛

・緊急⼊院対応、休⽇⽤の測
定法と平⽇⽇常検査の測定法
と不⼀致なく、同等の測定性
能を確認し、運⽤している。 
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・遺伝⼦検査の意義、結
果の解釈。偽陽性・偽陰
性などについて世間の理
解が不⼗分である。 
・検査精度の担保が公的
負担の前提となると良
い。 

⽣対策にどのような影響を
与えるかは不明である。 

要員 ⼈材育
成、要員
確保・訓
練 
（5/13→
4/19 
施設） 

・⼈員不⾜：従来の微⽣
物検査の業務へ影響があ
り、週末の検査が難し
い。 
・遺伝⼦検査を⾏える検
査技師の育成を平素から
充実させておくべきだっ
たと反省。 
・遺伝⼦検査に経験豊富
な技師が少ない。育成に
時間がかかる、指導でき
るスタッフも乏しい。 
・検査依頼増加時には検
査実施できる要員が必要
になる。 
・RNA を抽出する技術を
持った臨床検査技師が育
成できていなかった。 

・要員訓練と要員確保の確
保が課題である。 
・検査依頼増加時には検査
実施できる要員が必要にな
る。 
・夜間⼈員が不⾜しており
測定できない。 
・PCR 検査への⽀援が継続
した場合の業務調整が課題
である。 

・5 ⽉から緊急⼊院対象に開
始し、休⽇⽇中は 2 ⼈⽇直体
制としている。 
 

その
他 

保健所関
係：事務
連絡、情
報共有
（2/13→
2/19 
施設） 

・感染症法に基づく保健
所届け出と症例詳細の報
告に加えて、患者数、検
査件数を⾃治体に毎⽇報
告する。事務的重複や煩
雑さの負担⼤きい。情報
を⼀体化し共有する仕組
みが必要。 
・厚⽣労働省と各⾃治体
との連絡を⼗分⾏って欲
しい。 

・市内の集団感染事例につ
いて、保健所での検査処理
数が少なく、⼤学病院で対
応している。 
・要員不⾜に対して、保健
所との連携を申し合わせて
いたものの、履⾏されな
い。 
 

 

保険適⽤
（0/13→
2/19 
施設） 

 ・⼿術前スクリーニングの
検査実施の要望があり、要
員や保険適⽤の点で対応に
苦慮している。 
・⼿術前スクリーニングの
検査実施の準備中である
が、保険適⽤なく、病院負
担とする予定である。 
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表２. PCR 検査の実施環境における課題および学会への要望に関する対応状況 

項⽬ 詳細 対応策 

1) ⾏政
検査の
保険適
⽤ 

都道府県から
の指定・契約 

「 新型コロナウイルス核酸検出の保険適⽤に伴う⾏政検査の取扱いについて」
（厚労健感発 令和２年３⽉４⽇） 
「新型コロナウイルス感染症に関する⾏政検査について」（厚労新型コロナウイ
ルス感染症対策推進本部発 令和 2 年 3 ⽉ 30 ⽇） 
★『新型コロナウイルス核酸検出の保険適⽤に伴う⾏政検査の取扱いのうち、
「帰国者・接触者外来と同様の機能を有する医療機関として 都道府県等が認め
た医療機関」』（厚⽣労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部、令和 2 年
5 ⽉ 10 ⽇）について改めて事務連絡が発出された。ポイントは、医療機関の規
模や外来・⼊院にかかわらず、「申し出」に基づき、都道府県と契約する点であ
る。 

 2) 設備・
試薬 

検査機器・試
薬の薬事承認 

・医薬・⽣活衛⽣局医療機器審査管理課にて調整中 

試薬供給 ・厚⽣労働省医政局経済課医療機器政策室にて、⽇本臨床診断薬協会を通し
て需給調整中 
★⽇本臨床検査薬協会にて、「COVID-19 関連検査の開発、供給及び実施拡
⼤に伴う課題・障害等に関する調査」を実施し状況把握 

3)検査
精度の
確保 

検出感度、偽
陽性・偽陰
性、施設間差 

・⽇本臨床検査標準協議会 遺伝⼦関連検査標準化検討専⾨委員会「遺伝⼦関
連検査のための ISO 15189 ガイダンス⽂書」（2019 年） 
★新型コロナウイルス感染症の PCR 検査等の外部精度管理調査事業に対する
令和２年度に⼆次補正予算の審議中   

4)要員
確保 

⼈材育成、要
員確保・訓練
（測定者、指
導者） 

・有資格者: 遺伝⼦分析科学認定⼠(⽇本臨床検査同学院)などの活⽤。 
★⽇本臨床衛⽣検査技師会にて、「地域における新型コロナウイルス核酸増
幅検査（PCR 等）の検査体制の⼈材育成」のテーマで研修会開催の企画あ
り。  

その他 検査に関する
適正な知識の
啓発、検査シ
ステムの情報
提供、検査フ
ローの整理 

★⽇本臨床検査医学会の HP「新型コロナウイルス検査の課題と本学会の対
応」コーナー設置 
★⽇本臨床検査医学会 新型コロナウイルスに関するアドホック委員会から
の各種提⾔ 
「SARS-CoV-2(新型コロナウイルス)核酸検出検査の体制の課題対応につい
て」（4 ⽉ 13 ⽇）  
COVID-19 における抗体検査についての基本的な考え⽅（4 ⽉ 17 ⽇）  
COVID-19 抗原検査についての基本的な考え⽅ （5 ⽉ 26 ⽇） 
★⼀般の⽅ ⾮医療者の⽅へ：検査の「偽陽性 偽陰性 適中率」とは？（4 ⽉
27 ⽇）  
★⽇本医師会 COVID-19 有識者会議  
新型コロナウイルス検査の俯瞰：PCR 検査の現状課題と対応を中⼼に（4 ⽉
13 ⽇） 
COVID-19 感染対策における PCR 検査実態調査と利⽤推進タスクフォース
中間報告（5 ⽉ 13 ⽇） 

 保険適⽤の拡
⼤ 

★厚労省保険局医療課から疑義解釈資料が発出（5 ⽉ 15 ⽇付）され、SARS-
CoV-2 核酸検出について、「無症状の患者であっても、医師が必要と判断
し、実施した場合は算定できる」と明確化された。 

 ★第１回調査以降の新たな情報 
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表３. 令和 2 年度 厚⽣労働省第⼆次補正予算(案)の概要（⼀部抜粋）  
第⼀ 検査体制の充実、感染拡⼤防⽌とワクチン・治療薬の開発  
(1)PCR 等の検査体制のさらなる強化 
○地域外来・検査センターの設置と PCR・抗原検査の実施 【366 億円】  
  新型コロナウイルス感染症の⾏政検査を集中的に実施する地域外来・検査センターの業務
委託等について⽀援を⾏うことで、検査センターの設置を推進するとともに、PCR 検査等
を⾏う者に対する研修の実施について⽀援することにより、検査体制の強化を⾏う。  
 また、感染症法に基づく⾏政検査として抗原検査を実施することにより、新型コロナウ 
イルス感染症の検査の迅速化・効率化を図る。  
  
○検査試薬・検査キットの確保【179 億円】  
 PCR 検査等に使⽤する試薬について、企業が⼗分な量を安定的に製造・輸⼊できるよう国
において試薬の買上げを⾏う。また、抗原検査キットの買上げ等を⾏い、安定的な検査の実
施を確保する。  
 新型コロナウイルス感染症の PCR 検査等の精度を確保するため、外部精度管理調査を実
施する。  
 
○ 抗体検査による感染の実態把握 【14 億円】  
今後の新型コロナウイルス感染症対策の⽴案に資するよう、ウイルスの抗体保有状況等を把
握するための疫学調査を拡⼤する。  
 ○ 検疫における⽔際対策の着実な実施【 63 億円】 
検疫による⽔際対策を着実に実施するため、PCR 検査の結果が出るまでの間、検疫所⻑が
指定する待機施設を確保する。  
 
(2)新型コロナウイルス感染症に係る情報システムの整備 
○ 感染拡⼤防⽌システムの拡充・運⽤等 【13 億円】 
新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤防⽌に資するシステムを整備するため、感染者等 の
情報を把握・管理するシステム(HER-SYS)の機能拡充を⾏うとともに、保健所等における
システム運⽤を⽀援する。  
また、ビッグデータを活⽤し、各地域における感染の拡⼤防⽌に資する情報や感染発⽣動向
等の情報をわかりやすく整理して提供する。  
○ 新型コロナウイルス感染症医療機関等情報⽀援システムの拡充【 29 億円】 
医療機関から患者の受⼊れ状況や医療機器の稼働状況等の情報を迅速に収集するシス テム
(G-MIS)について、調査対象医療機関の拡⼤、情報収集項⽬の追加等を⾏い、 医療提供体
制の確保に活⽤する。 
 
参考⽂献： 
１）⽇本臨床検査医学会 新型コロナウイルスに関するアドホック委員会 
https://www.jslm.org/committees/COVID-19/index.html 
２）⽇本臨床検査医学会「SARS-CoV-2(新型コロナウイルス)核酸検出検査の体制
の課題対応について」  
https://www.jslm.org/committees/COVID-19/20200413-1.pdf 
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３）⽇本医師会 COVID-19 有識者会議. COVID-19 感染対策における PCR 検査実
態調査と利⽤推進タスクフォース中間報告（5 ⽉ 13 ⽇） 
https://www.covid19-jma-medical-expert-meeting.jp/topic/1310 
４）厚⽣労働省保険局医療課 事務連絡「疑義解釈資料の送付について(その 12) 」
令和 2 年 5 ⽉ 15 ⽇  
https://www.mhlw.go.jp/content/000631003.pdf 
５）厚⽣労働省.  令和 2 年度 厚⽣労働省第⼆次補正予算(案)の概要  
https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/20hosei/dl/20hosei03.pdf 
 
 
  
 
 
 
 


